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日本組織のワークロードのうち
パブリック クラウドでの稼働は
現在は��%しかなく、他の
地域より少ないですが、 
��%の企業が
今後利用を増やす予定です。

��%の企業は、
主要な戦略分野においてAIが
多くの価値をもたらしており、
熟練した労働力のニーズが
高まると予想しています。

多くの組織ではまだ未開拓の
人材がいると認識しており、
外部からの採用よりも
既存人材の育成への投資が
2.8倍高い傾向があります。

��%の組織で、技術研修は
人材確保のために効果的な
アプローチであると
認識しています。

��%の組織が、
アップスキリングが戦略的
優先課題であると
認識しています。

日本では、既存の労働力の
アップスキリングに比べ、
新規雇用から育成までの
サイクルが���%長い時間が
かかり（他の地域では59%）、
イノベーションや市場対応の
遅れにつながっています。

2.1倍の組織が、
AIによって労働力を削減する
よりもむしろ拡大しており、
人材不足が激化しています。

日本の多くの組織で
能力のギャップがあり、
クラウドなどの主要分野で
人員不足に陥っている組織は
��%を超えています
（他の地域では��%）。

��%の組織が、新しい人材を
採用する際に資格を
重要視しています。

新入社員の28％が
6ヶ月以内に退職しており
（他の地域では19％）、
採用や育成に多額の
サンク コストが
発生しています。

日本の新技術の導入における
最大の課題は、熟練した人材の
不足であり、このことが組織の
パブリック クラウドやAIの導入拡大
方針に影響を与えています。

他の地域と同様、
ほとんどの組織（��%）で、
AIにより技術系の業務が
再構築されており、既存の
労働力にはアップスキリングが
求められています。

https://www.linuxfoundation.org/
https://creativecommons.org/licenses/by-nd/4.0/legalcode
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序文
この2025年日本の技術系人材の現状レポートでは、日本におけるテクノロジーの導入と人材育成の進化の動向を検証
できる深い洞察を提供します。本レポートでは、技術トレンドの概要やグローバル ベンチマークとの比較により日本の
立ち位置を詳細に分析しています。

概要に記載しているように、日本ではデジタル トランスフォーメーションという重要な課題への取り組みを始めてい
ます。クラウドの導入が41％増加すると予測されるなど、近代化の傾向は明らかですが、レポートでは顕著な人材不足
が浮き彫りになっています。現在、日本企業のワークロードのうちパブリック クラウドを利用しているのは34%に過ぎ
ず、北米/ヨーロッパの43%、その他のアジア太平洋地域の37%に比べて著しく低い利用率です。さらに、クラウドの導
入を拡大する予定のある日本の企業は、他の地域の54%に比べて45%にとどまっています。このデータは、日本が世界
規模での競争力を維持する上での明確なギャップを示しており、早急な対策が必要です。

またレポートでは、AIの分野に対し期待と懸念事項の両方が示されています。日本の組織の97%においてAIが重要な
戦略的価値をもたらすと期待し、2026年まで全体として雇用がプラスになる効果を生むと予測される一方で、人材不
足という現実が深刻な課題を突きつけています。日本ではクラウドなどの主要分野の70％で人員不足に陥っています。
他地域では47％に留まっており、52％も高い人員不足率です。さらに、最も一般的なAIスキルでさえ、日本の組織の40
％未満しか保有していません。このスキル不足は、AIスキルが獲得しやすい他の主要経済国とは対照的な状況です。

本レポートでは、日本の課題がビジョンの欠如やイノベーションへの意欲の欠如に起因するのではなく、最先端技術の
導入と効果的な活用を妨げている著しい人材不足に起因することを明らかにしています。この人材不足に対処するに
は、既存の労働力のアップスキリング（スキルアップ）に戦略的かつ計画的に焦点を当てる必要があります。実際、日本
の組織はこの必要性を認識しており、外部からの採用よりもアップスキリングを強く望んでいます。しかし、他の先進
技術地域とのギャップを埋め、グローバルな舞台で日本の競争力を確保するためには、人材育成への迅速かつ大幅な
投資が不可欠です。

本レポートでは、日本のハイテク産業を成功へ導くために必要な本質課題を明らかにします。企業や政策立案者にとっ
て必要不可欠な情報源となると信じています。

福安徳晃
The Linux Foundation
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概要
日本では、41%の組織がクラウドの導入の増加を予測するなど、コンピューティング インフラの近代化
が急速に進む一方で、インフラの近代化と技術系人材の確保の両方で他地域に著しく遅れをとってい
ます。我々の調査では、AIが労働需要を減少させるという一般的な予想に反して、2026年まで一貫して
全体的な雇用がプラスになる効果があることを示していますが、一方で初級レベルの業務が減少するた
め、従来のキャリア開発パスに混乱が生じる恐れがあります。

日本では、熟練した専門家の不足が近代化を阻む大きな壁となっており、70％以上の組織が主要な技
術分野において人員不足を訴えています。この割合は、他の地域よりも52%高い数値です。この課題
は、AI関連能力において特に深刻であり、ごく一般的なAIスキルでさえも、組織の40%未満でしか獲得
できておらず、AIの効果的な導入や拡大において大きな障壁となっています。高度なAI能力が希少であ
るため、多くの組織が標準化されたソリューションを使い続けており、競合との差別化の機会を逃して
いる可能性があります。

こうした課題に対応するため、企業では主要な人材開発戦略としてアップスキリングを重視するように
なっており、94％がアップスキリングを戦略的に重要視しています。アップスキリングは、新入社員の採
用や育成にかかる時間よりも124％短く済みます。技術的な育成の取り組み（98％の効果）や研修・資
格取得の機会（95％の効果）が従業員に定着していることからも、社内の人材開発に戦略的に重点を
置いていることが裏付けられています。テクノロジーが加速度的に進化し、ますます技術的な環境が複
雑化する中で優位性を獲得するためには、新たな専門知識を戦略的に取り入れ、既存の人材を効果的
に育成・維持できる組織となることが重要でしょう。
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はじめに
このレポートは、人工知能（AI）時代のIT労働力と人材管理戦略の分析結果
です。技術系人材の採用、育成、管理を担当するグローバルの回答者556名
からの調査回答に基づいて分析しています。分析では特に日本の組織のデー
タに注目し、グローバルな回答との比較を行っています。この調査では、組織
が人材管理と技術革新をどのように融合しているかを探り、特にAIが労働市
場の動向に与える変革について検証しています。

このレポートは、IT人材に対する需要の高まり、熟練の専門家の不足、技術
的ニーズを満たすためのアップスキリングの役割という3つの主要テーマで
構成されています。人材不足が技術革新をどのように制約しているかに焦点
を当て、成功する人材管理戦略を探るとともに、アップスキリング（既存能力
の深化）やクロススキリング（領域横断的な専門知識の拡大）など、スキル開
発プログラムの可能性に焦点を当てて分析しています。一貫性を持たせるた
め、これらの補完的な学習アプローチの両方をまとめて「アップスキリング」
という用語を使用しています。

日本市場の動向は、興味深いケース スタディであり、このデータは、組織が
AI統合と人材管理にどのように取り組んでいるかについての本質を示してい
ます。
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高まるIT人材の需要
日本では、コンピューティング�インフラの近代化を進めているものの他地域に遅れをとっている
近代的なコンピューティング インフラへのシフトが加速する中、クラウド コンピューテ
ィングの専門知識が特に重要になるなど、かつてないほどIT人材に対する需要が世界的
で高まっています。インフラの近代化と人材育成の両面で独自の課題に直面している日
本にとって、この変革は特に重要なものです。

図1に見られるように、日本ではクラウドの採用が大幅に
増加する見込みであり、今後18ヶ月間でパブリック クラ
ウドの利用が41％純増すると予測されており、すべての
コンピューティング環境で最も高い成長率です。この劇
的なシフトと同時に、従来のオンプレミスのメインフレー
ム システムは小幅に減少（-2％）、オンプレミスの分散シ
ステムは最小限、増加（3％）しています。この変革は、デ
ジタル化が進む経済の中で競争力を維持しようとする日
本企業にとって、戦略的な転換を意味しています。クラウ
ド インフラは、高度なAIの実装、機械学習アプリケーシ
ョン、高度なデータ分析など、現代のビジネス運営に不
可欠な機能を提供します。コンピューティング インフラ
の近代化に失敗した組織は、国内でもグローバルでも、
より技術的に進んだ競合他社に遅れをとるリスクがあり
ます。このようにクラウドの導入が大幅に増加しているた
め、最新のコンピューティング環境を管理できる熟練し
た専門家が急務となっています。

図1.クラウド コンピューティングの導入が進む企業

今後18か月で、これらのコンピューティング環境の
使用状況はどのように変化するでしょうか？
2025年�テクノロジー人材調査、問17、DKNSは除く（1～10%）、サンプル数＝67、日本の組織のみ

成長が予測されているにもかかわらず、日本はクラウドの導入において他の主要経済国
に遅れをとり続けています。現在、パブリック クラウド上で稼働しているITワークロー
ドが34%という日本の現状は、北米やヨーロッパ（43%）、その他のアジア太平洋地域
（37%）と比較すると、近代化の観点で大きく遅れていることがわかります（図2参照）。
この格差はさらに拡大しており、パブリック クラウドの導入を拡大する予定の企業は、
アジア太平洋地域、北米、ヨーロッパでは54%であるのに対し、日本では45%に留まっ
ています。世界的にデジタル トランスフォーメーションが急速に進展し、ビジネスのイノ
ベーションや効率化を推進する上でクラウド ベースのソリューションの重要性が高まっ
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ていることを考えると、この格差の拡大は大きな懸念事項です。クラウド技術が、迅速なサービス展開からAIまで、あ
らゆることを可能にし、競争優位性に不可欠な存在となるにつれ、この導入の遅れは、日本企業がグローバル市場での
競争力に長期的な影響を及ぼす可能性があります。

図2.日本はパブリック クラウドの導入で北米/ヨーロッパや他のアジア太平洋地域に遅れをとっている

ITワークロード全体のうち、それぞれのコンピューティング
環境で実行されている割合はどのくらいですか？
2025年�テクノロジー人材調査、問16、平均値、サンプル数＝556

この差の一部は労働力不足によって説明することができます。表1に見られるように、日本の組織は、クラウド コンピ
ューティングだけでなく、その他の戦略的技術分野においても、グローバル企業と比較して大幅な人員不足に直面し
ています。全体的に、日本の組織は北米やヨーロッパよりも41％、アジア太平洋地域よりも21％、人材が不足していま
す。特に深刻なのはDevOps、CI/CD、サイトの信頼性といった戦略分野での違いであり、日本の組織は北米やヨーロッ
パの同業他社に比べて70%1 も低い数値となっています。同様に、プラットフォーム エンジニアリングの分野で、日本
の組織は北米やヨーロッパの人員レベルを66%下回っていることも懸念すべき課題です。 

1 注：相対的人員不足率は、日本の人員レベルを北米およびヨーロッパと比較し、以下の計算式を用いて算出しています：(北米およびヨーロッパ - 
日本）／北米およびヨーロッパ * 100
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これらの調査結果は、日本の企業にとっての2つの課題があることを浮き彫りにしています。具体的には
デジタル トランスフォーメーションへの取り組みを加速させることが必要であると同時に、最新のコン
ピューティング環境を管理できる熟練した人材を育成しなければならないという課題があります。この
2つの課題に対処できない組織は、テクノロジー主導が進むグローバル市場で競争優位性を失うリスク
があります。クラウド インフラへの移行を成功させるには、技術的な投資だけでなく、人材の獲得、育
成、維持に関する包括的な戦略も必要です。

AIは雇用を創出する
AIの自動化機能によって労働需要が減少し、IT人材不足が緩和されるとの見方が広まっていますが、こ
の調査ではその逆であることが明らかになりました。本調査データによると、企業はAIの導入に対応し
て、実際にIT労働力を拡大しています。図3に示されるように、全体的な雇用効果は2026年まで、2024
年の17%から2026年の13%の幅でプラスを維持することが予測され、技術系人材に対する雇用市場の
競争が激化しています。

図3.AIによる全体的な雇用は数年間を通じてプラスと予想されている

AIは組織の従業員数にどのような影響を与えましたか、 
または今後どのような影響を与えるでしょうか？ 
（各行に1つの回答を選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問22、DKNSおよびNAは除く（3%～7%）、サンプル数＝67、
日本の組織のみ。正味の雇用効果＝増加従業員数（%）－減少従業員数（%）

表1：主要戦略分野の人員配置

エリア 日本
日本を除く 

アジア太平洋
地域

北米/ 
ヨーロッパ

クラウド、コンテナ、仮想化 52% 58% 73%

サイバーセキュリティ 51% 43% 57%

システム管理 43% 44% 55%

ネットワーク、エッジ 30% 31% 41%

システム エンジニアリング 28% 37% 45%

AI、ML、データ、アナリテ
ィクス 27% 44% 54%

プライバシー、セキュリティ 27% 30% 32%

DevOps、CI/CD、サイトの
信頼性 22% 46% 75%

Web & アプリケーション
開発 22% 43% 60%

プラットフォーム エンジニ
アリング 18% 28% 53%

2025年�テクノロジー人材調査、問21、サンプル数＝506、
総回答数＝2,941、回答数の少ない項目は省略、「あなた
の組織では、次のどの技術分野に技術者が配置されてい
ますか？（該当するものをすべて選択）」の回答
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さらに、労働力における技術系業務の内容の変化にも気づくことができます。図4に示すように、組織の中で労働力の
拡大・縮小がさまざまな役割で同時に発生しており、一部で新たなポジションが生まれる一方で、既存のポジションが
進化・衰退しており、ダイナミックな雇用市場を生み出しています。また、50%以上の組織がAIに特化した労働力を拡
大しており、すでに制約状態にある熟練技術者に更なる需要が増加しているため、AI関連の専門家に対する育成の需
要が高まっていることもわかります。

図4.全体的な雇用効果は役割によって異なる

2024年、AIは組織の技術職にどのような影響を与えましたか？ 
（各行に1つの回答を選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問23、DKNSは除く（3%～4%）、サンプル数＝67、日本の組織のみ

このような自動化に伴って雇用が創出されたパターンには、IT業界にかかわらず、歴史的に複数の前例があります。銀
行でATMが導入されると、支店網の拡大に伴い、窓口係はリレーションシップ マネージャーへと進化しました。同様
に、表計算ソフトにより会計士は数値計算係から戦略的アドバイザーへと変化しました。IT分野では、クラウド コンピ
ューティングがこのようね変化を生み出しています。クラウド コンピューティングは、従来のシステム管理者業務の多
くを自動化する一方で、クラウド アーキテクト、DevOpsエンジニア、サイト信頼性スペシャリストの需要を急増させて
います。同様に、自動テスト ツールが普及すると、多くのマニュアル テスターが自動テスト エンジニアや品質保証アー
キテクトに転身し、反復的なマニュアル テストよりもテスト戦略や複雑なテスト シナリオ設計に注力するようになりま
した。
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正味の雇用効果
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最近の研究で、この変革パターンが裏付けられています。Linux Foundationの2024年AI調査2 でも、生成AIによって
雇用が増加する組織は19%であるのに対し、縮小する組織は14%であり、この業界における全体的な雇用効果がプラ
スであると報告されています。世界経済フォーラムのFuture of Jobs Report 20233 によると、AIが雇用拡大効果をも
たらすと予想する組織は、縮小効果をもたらすと予想する組織を2.1倍上回っています。McKinsey Global Institute4 
は、2025年までにSTEM職の需要が23%急増し、2030年までに1,200万人の職業転換が必要になると予測していま
す。国際労働機関（ILO）5 も、AIは雇用をなくすというよりも、むしろ増やす可能性が高いと結論づけています。

しかし、日本の企業で懸念されているのは、初級技術職において19％の正味の雇用が減少する傾向があることです
（図4参照）。この減少は、企業が高度なスキルや専門的なスキルを持つ人材をますます優先的に採用するようになる
ことで、今までのキャリア開発パスが崩壊し、人材パイプラインに将来的な課題が生じる可能性があることを示唆し
ています。その場合、新たな技術系専門人材は、これまで初級技術職の間に得ていた基礎的な経験をどのように習得
することができるのでしょうか。このシナリオは、技術系専門知識の体系的な格差をもたらす可能性があり、積極的な
アップスキリングの取り組みの重要性が高まっています。AIにより専門家の仕事が奪われることはないかもしれません
が、AIを活用した環境で活躍できない専門家は、AIを活用できる専門家に仕事を奪われることになるでしょう。

日本の企業にとって、この移行をうまく乗り切るには、特にクラウド コンピューティング、DevOps、プラットフォーム エ
ンジニアリングのような戦略的分野で、既存の技術系人材の不足に対処しながら、AI能力を迅速に開発することが重
要です。自動化に抵抗せず、自動化を受け入れながら、包括的なアップスキリングの取り組みを通じて人材育成を行う
ことが組織の前進につながります。組織は、戦略的意思決定とイノベーションに必要な人間の専門知識を維持しなが
ら、AI能力を活用できる人材の育成に注力しなければなりません。

2 https://www.linuxfoundation.org/hubfs/LF%20Research/lfr_genai24_111924.pdf
3 https://www.weforum.org/press/2023/04/future-of-jobs-report-2023-up-to-a-quarter-of-jobs-expected-to-

change-in-next-five-years/ 
4 https://www.mckinsey.com/mgi/our-/generative-ai-and-the-future-of-work-in-america 
5 https://www.ilo.org/publications/generative-ai-and-jobs-global-analysis-potential-effects-job-quantity-and 
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AIは労働者の代わりにはならない一方で労働者の役割を変化させる
AIがITの近代化を推し進める中、世界中の組織において、AIがあらゆるコア業務で多く
の恩恵をもたらすことが期待されているというデータが得られました。図5に見られる
ように、ITインフラのモニタリングと最適化が最優先課題であり、日本（46%）およびア
ジア太平洋地域（51%）では、AIによる大きな効果が期待されています。表1に見られる
ように熟練労働力の不足に対応するため、アジア太平洋地域では、インフラの最適化に
重点が置かれていると考えられます。これとは対照的に、北米とヨーロッパでは重点項
目が異なり、52%がAIによるソフトウェア開発に大きな期待をしています。データ分析や
レポーティングは、全地域で一貫して優先度が高く、北米/ヨーロッパとアジア太平洋地
域がともに50％、日本が45％となっています。この項目がどの地域でも優先度が高いの
は、データをアクションにつながる分析を行うことで、意思決定プロセスを改善するとい
うAIの活用方法が、広く認知されているからであると考えられます。

AIの影響は、技術チームの日常業務におけるAIの適用状況にも現れています。図6に見
られるように、日本の組織の43%は、開発者は、AIが生成したコードのレビューと検証
に多くの時間を費やすようになったと回答しており、38%が多くの既存の初歩的なタス
クがAIツールに置き換わったと回答しています。さらに、35％の組織は、AIツールを効果
的に監督し、促進するために、既存のスタッフのアップスキリングに投資しており、技術
的なスキル要件の変化が進んでいると回答しています。

この変化をさらに象徴しているのは、AIに焦点を当てた新しい役割が出現していること
です。図7に見られるように、多くの組織でAIの実装を管理・監督するための専門職を創
設しており、AI品質保証エンジニアとAIプロダクト マネージャーがその代表例です（い
ずれも45％）。AIセーフティ エンジニア（38％）、AI＆MLオペレーション エンジニア（34
％）、AIガバナンス スペシャリスト（34％）に対する需要の大きさが示すように、セキュリ
ティと運用の監督も優先事項となっています。

図5.幅広いコアな活動においてAIは 
たくさんの価値をもたらすと期待され
ている

あなたの組織は、以下の 
中核的活動のどこでAIが 
大きな価値をもたらすと 
期待していますか？（該当する
ものをすべて選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問24、�
サンプル数＝556、回答率の低い項目は省略
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以前にもあったクラウド コンピューティングのような技
術シフトと同様に、インフラを近代化したりAI機能を取り
入れたりすることに失敗した組織は、競合他社に遅れを
とる危険性があります。この動きは、スキル要件や職務の
より大きな変化が反映されたものであり、AIによる生産
性の向上は、単に作業を自動化するだけでなく、技術的
な全く新しいカテゴリーの仕事を生み出しています。チー
ム ダイナミクスや組織構造に対するこうした変化は、AI
がどんな仕事をするかというだけでなく、どのように行う
か、そして誰がそれを行うかということをも変革しつつあ
ることを示しています。AI投資の価値を最大化しようと
する組織にとって、技術的な導入と労働力の変革の両方
を考慮した、AI導入へのバランスの取れたアプローチが
不可欠となるでしょう。

97%  
の企業が、重要な戦略分野で
AIが多くの価値をもたらすと 
期待しています。

図6.85％の組織でAIによって技術的な業務が大きく変化した

2024年、AIは技術チームの仕事をどのように変えましたか？ 
（該当するものをすべて選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問27、サンプル数＝67、総回答数＝120、DKNSは除く、日本の組織のみ

図7.AIは専門知識や職能の新しい需要を生み出している

あなたの組織で、AIに焦点を当てた新しい役割はどれですか？ 
（該当するものをすべて選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問28、問23�6（AIに焦点を当てた役割）を増加と回答した人、
サンプル数＝34、総回答項目＝71、DKNSは除く（15%）、日本の組織のみ
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熟練専門家の不足
技術系人材の不足が近代化の障壁になっている
日本では、熟練労働力の不足が近代化に対する大きな壁となっています（図8の1位）。この人材不足は、他のアジア太
平洋地域（第4位）や北米/ヨーロッパ（第3位）の同じ項目を大きく上回り、日本特有の近代化の障壁となっています。
この結果は、日本では、技術的、財政的、文化的な変革の障壁のような市場を支配する他の近代化の課題より、むしろ
人的資本の開発が重視されている可能性があることを示唆しています。

図8.日本における新技術導入の最大の
課題は熟練した人材の不足
2025年�テクノロジー人材調査、問18、�
サンプル数＝556、総回答数＝1,489、
回答率の低い項目は省略

日本では、図9に見られるように、スキ
ルのある人材の不足が、すべての主要な
技術分野における広範な課題であり、70
～73％の組織が人材不足と回答していま
す。日本における人材不足は、他のアジア
太平洋地域（38～50％）や北米/ヨーロッ
パ（42～60％）の同じ課題の割合を大き
く上回っています。特に顕著なのは、クラ
ウド コンピューティングやAI/MLエンジニ
アリングのような戦略的分野において、
他の地域では40～60％程度であるのに
対し、日本の組織では70％以上が人材不足であると回答していることです。前のセクションに示された技術採用や導
入の遅れは日本におけるこのような広範な人材不足により説明することができるでしょう。 
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図 9.主要技術分野で企業は人材不足に陥っている

各地域における組織の人員不足のパーセンテージ
2025年�テクノロジー人材調査、問19、サンプル数＝556、DKNSは除く（3%～6%）

図10.日本の組織の半数以上でAIコアスキルが不足している

現在、あなたの組織のスタッフにはどのようなAI関連スキルがありますか？ 
（該当するものをすべて選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問26、サンプル数＝67、総回答数＝136、�
回答率の低い項目は省略、日本の組織のみ

AIの取り組みをサポートするス
キルの不足
AIの取り組みをサポートする重要なスキルが不足してい
ることも明らかになりました。図10に見られるように、非
常に一般的なAI関連スキルでさえ、40％未満の組織しか
保有しておらず、効果的なAI導入やインテリジェント テ
クノロジーの拡大に対する大きな壁となっています。

最も保有されているAIのスキルは、AI支援開発とプロン
プト エンジニアリングで、それぞれ調査対象組織の39％
でした。これらの保有率の高い項目は、一部の組織がAI
の基本的な実装能力を構築できていることを示している
一方で、60％以上がこれらの基本的なスキルを保有して
いないことを示しています。この事実は、AIを広範な分野
で採用する上で大きな課題があることを示しています。

 ITコンピューティング インフラの技術者不足を解消する
のに必要な運用・統合スキルを見ると、能力の不足はよ
り顕著です。AIツールの統合スキルを有している組織は
わずか30％で、AI運用の専門知識を保有している組織は
28％でした。これらの数字は、一部の組織がAIプロジェ
クトを開始できる一方で、多くの組織がこれらの取り組み
を効果的に維持・拡大するための運用スキルを保有して
いないことを示しています。

セキュリティ能力も重大な懸念事項であり、AIセキュリ
ティ管理スキルを保有していると回答した組織はわずか
28%しかいませんでした。AI関連のセキュリティ脅威が
ますます高度化し、AIガバナンスとリスク管理に対する
規制の関心が高まっていることを考えると、この分野の
人材不足は特に憂慮すべきことです。セキュリティに関す
る専門知識の欠如は、組織がより多くのAIシステムを業
務に導入する際に、重大な脆弱性にさらされる可能性が
あります。
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また、高度なAI能力の不足も顕著で、AIモデルのカスタマイズや微調整の専門知識を持
っている組織はわずか25%しかいませんでした。AIを導入している組織であっても、その
多くが標準化されたソリューションを利用しているに過ぎず、カスタマイズされたAIアプ
リケーションを通じて競合との差別化を図る機会を逃している可能性があります。AIモ
デルを特定のビジネス ニーズに合わせてカスタマイズするスキルがないことで、AI投資
に対し最大限の価値を引き出すことができなくなる可能性があります。

今後、組織はこれらの能力不足に対処するために、断固とした行動を取らなければなり
ません。包括的なAIスキル育成プログラムを開発し、AI導入を成功させるための技術的
スキルとともに、セキュリティや運用能力の構築も優先させる必要があります。
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重要戦略となるアップスキリング
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図11.日本で技術的スキルを獲得する最も一般的な手
段はアップスキリング

あなたの組織ではどのようにして、技術系
スタッフが組織の技術的ニーズを満たす
ために必要なスキルを持てるようにしてい
ますか？（該当するものをすべて選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問29、サンプル数＝67、
総回答数＝67。クロススキリングとアップスキリング
を統合。DKNSは除く（7%）、日本の組織のみ

図12.人材獲得戦略において日本の組織の94％がアッ
プスキリングを優先している

技術者のニーズに対応するための戦略
として、アップスキリングの重要性はど
の程度ですか？（1つ選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問30、DKNSは除く
（4%）、サンプル数＝67、日本の組織のみ

既存人材のアップスキリングが優先されている
インフラの近代化が必要な組織では、新たな人材を採用するか、既存の人材をアップスキリングするかという大きなジ
レンマに直面しています。図11に見られるように、我々の結果ではアップスキリングが人材開発戦略の最優先事項と位
置づけられているという傾向が明らかになりました。さらに、図12に示すように、94％の組織が人材獲得方法としてア
ップスキリングを重要視しており、57％が非常に重要、または極めて重要と回答しています。

技術的な領域の横断的な調査において、内部人材の育成は最優先に位置づけられています。図13に見られるように、
新規採用よりも既存人材のアップスキリングが2.8倍、コンサルタントよりも3.0倍優先されています。例えば、クラウド 
コンピューティングでは、60%が既存スタッフのアップスキリングを選択しており、これは新規採用（26％）の2倍以上
の割合です。クラウド インフラがレガシー システム、セキュリティ フレームワーク、ビジネス プロセスとますます密接
に絡み合うようになる中、業務知識を熟知した既存の従業員が新しいスキルを身につけることで、クラウド変革を推進
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する上で最も有利であると認識されています。クラウド コンサルタントが少ない（14％）ことは、戦略的に社内人材の
強化を選択していることを裏付けています。AIと機械学習についても、アップスキリングの割合が45％と高いものの、
新規採用（32％）とコンサルタント（23％）の割合が高いことから、AI特有の課題が認識されていることがうかがえま
す。新しい専門知識を注入しながら、既存の人材を活用するハイブリッド アプローチが戦略的に構築されているよう
です。既存の人材を適切に育成すれば、外部からの採用だけよりも効果的にイノベーションを推進できることがわかっ
てきています。 

社内の人材育成に戦略的に注力することは、組織的にデジタル時代に適用するために非常に重要であり、企業が技術
スキルを構築・維持する方法を根本的に変えることになるかもしれません。テクノロジーが加速度的に進化し、技術シ
ナリオがますます複雑化する中で、既存の人材を迅速にアップスキリングさせることができるか否かによって、成功す
る組織になるか単に生き残るだけの組織になるかを二分する要因なるかもしれません。

 
図13.日本では戦略的分
野全般でアップスキリン
グが優先されている

以下の技術分野
について、組織の
ニーズを満たすた
めに、2025年に
どのアプローチ
を優先しますか？
（各行に1つの回答を
選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、�
問42、�
DKNSは除く（6%～13%）、�
サンプル数＝67、日本の組織のみ
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新規雇用より既存人材のアップスキリングの方
が早い
アップスキリングが選択される主な理由のひとつは、新入社員の採用や育成に比べ、大
幅に時間を節約できることにあります。この差は特に日本では顕著で、従来の採用・育
成プロセスでは約12.7ヶ月を要するのに対し、アップスキリングではわずか5.7ヶ月で、
その差は124%に達します（図14参照）。規模は小さいものの、他の地域でも同様の傾
向が見られ、アジア太平洋地域の他の地域では72%、北米とヨーロッパでは46%の差
があり、一貫してアップスキリングのスピードがかなり速いことが分かります。 
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図14.日本での採用＋育成は、アップスキリングよりも124％時間がかかる
2025年�テクノロジー人材調査、問32、問34、問39、サンプル数＝556

この差は、より上級の職務ではさらに大きくなります。図15は、上級職と採用までの期
間の相関関係を示しています。エグゼクティブ ポジションが最も採用期間が長く、平均
8.8ヶ月、29％が1年以上かかっています。この採用期間は、ディレクター（8.5ヶ月）、マ
ネージャー（8.1ヶ月）、上級技術職（8.2ヶ月）と徐々に短くなり、中級技術職は平均6.7
ヶ月、初級技術職は平均5.4ヶ月となっています。特筆すべきは、初級技術職でさえ、3ヶ
月以内に充足されるのはわずか28%で、多大な時間を投資する必要があるということで
す。これらの調査結果が裏付けているように、企業は社内人材のアップスキリングに注
力ことで、どんなポジションにおいても、外部採用にかかる多大な時間投資を大幅に削
減できることを示しています。

図15.採用までの期間は役職に比例する

あなたの組織では、 
次の役職レベルの空席を埋める人員を 

採用するのにどのくらいの時間が 
かかりますか？ 

（各行に1つの回答を選択してください）

2025年�テクノロジー人材調査、問33、DKNSは除く
（9%～16%）、サンプル数＝67、日本の組織のみ。
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競争上の優位性が、技術革新への適用の迅速さに依存する現代において、新たな人材獲得よりも2倍近く短い時間
で、既存人材の能力を変化させることができれば、大きな戦略的優位性を持つことができます。アップスキリングは、
単なる時間的効率性だけでなく、既存の従業員が組織文化、既成プロセス、業務知識を熟知していることを活用した
技術獲得方法です。外部からの採用よりも内部での人材育成を優先することで、組織の貴重な専門知識を維持しなが
ら、人材変革の目標をより迅速に達成することができます。

人材確保にはアップスキリングが有効
新しい人材を採用するリスクは、単に採用に長い時間を要するだけではありません。我々のデータから、早期離職とい
う懸念すべき傾向が明らかになりました。新たに採用された技術スタッフの28％が、入社後6ヶ月以内に退職または解
雇によって退職しています（図16）。このような早期の離職は、採用、研修、後任者の補充というコストのかかるサイク
ルを生み出しています。図14で示した採用にかかる時間の長期化とともに、このような早期離職は、組織のリソースと
生産性を著しく低下させることになり、既存の従業員の能力開発に投資することで、より安定的で効率的な人材戦略
を実現することができます。優秀な人材を維持することは、組織の知識を維持し、チームの団結力を維持し、継続的な
組織経験から得られる専門知識を生み出すことにつながります。

図17に示すように、今回の調査では、「技術的な成長の取り組み」（採用率97％、効果
98％）や「職場環境のメリット」（採用率95％、効果98％）が従業員の定着に効果を発
揮していることが明らかになりました。また、「キャリアの成長」が、定着に対し非常に
効果的という評価が最も多く、「職場環境のメリット」を12ポイント上回ったことも注目
すべき点です。競争力のある「報酬」の重要性は変りませんが（採用率92％、効果93％）、
育成に重点を置いた施策に比べ相対的に順位が低いことは、これまでの調査結果と一
致しており、人材育成施策の重要性を物語っています。

図16.日本の組織では、新入社員の平均28％が 
6ヶ月以内に退職している

新規採用した技術スタッフのうち、 
入社後6か月以内に退職した、または 

退職を求められた人の割合は、 
平均して何パーセントですか。 

（1つ選択してください） 
2025年�テクノロジー人材調査、問35、�

サンプル数＝67、DKNSは除く（9%）、日本の組織のみ
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図17.日本の人材確保における主要戦略

あなたの組織は、技術系人材を確保するためにどのような戦略を採用していますか？ 
それぞれの有効性を評価してください。（各行に1つの回答を選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問31、DKNSは除く（4%～7%）、サンプル数＝67、日本の組織のみ

また、我々の調査では、技術系人材の確保における「オープンソース カルチャー」の取り組みの有効性（89%）も明ら
かになりました。これは、現代の技術系人材が求めているのは、単に競争力のある給与だけでなく、より広範な技術コ
ミュニティへの参加や知識の共有であることを認識しているからです。「技術的成長」、「職場環境のメリット」、「コミ
ュニティへの参加」を組み合わせた、人材育成に対するこの総合的なアプローチは、パフォーマンスの高い技術スタッ
フを惹きつけたり継続を促す、魅力的な環境を作り出します。

人材アップスキリングのメリットと課題
技術スタッフのアップスキリングによるメリットとしては、キャリア開発と能力向上が圧倒的に高い評価でした。回答者
の半数近く（48%）が、アップスキリングまたはクロススキリングによって、より高い仕事の満足感につながるキャリア
開発の機会を得ることができることと回答しています。また、46%が若手の技術スタッフが能力を伸ばすための理想的
な道筋を示すことと回答しています（図18を参照）。これら上位2つのメリットは、従業員の成長と昇進を非常に重視
していることを示すものです。アップスキリングの業務上のメリットも大きく、40%が、新入社員よりも効果的に再配置
できる多様なスキルセットを持つ社員を育成することができると回答しています。アップスキリングの費用対効果や戦
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略的な人材配置ができることも同様に評価されており、
回答者の34％が、新入社員と比較した経済的なメリット
と、技術系人員の人材不足の場合に上級職の充足に有効
であるという両方の回答を挙げています。2024年と比較
すると、優先順位に顕著な変化が見られ、2025年の結果
ではほとんどの項目、特にキャリア開発と能力向上に関
連する分野で評価が高まっています。

技術スタッフのアップスキリングの課題に関する回答で
は、主に実践につながる研修プログラムの実施に関する
課題が挙げられています。最も大きな課題は、複雑な職
務のアップスキリングに時間がかかること（37％）と、理
論的な知識を実践に結びつけるのが難しいこと（36％）
の2つでした（図19参照）。また、継続的な学習環境の構
築と維持も33％と大きな課題となっています。リソース配
分も懸念事項であり、回答者の30％が、他の優先分野か
らリソースが奪われると指摘しています。

図18.日本における技術スタッフのアップスキリングの主なメリット

スタッフのアップスキリングやクロススキリングのおもなメリットは何ですか？ 
（該当するものをすべて選択してください） 
2025年�テクノロジー人材調査、問40、サンプル数＝67、総回答数＝67、回答率の低い回答は省略、日本の組織のみ

図19.日本の技術スタッフのアップスキリングにおける重要課題

スタッフのアップスキリングやクロススキリングをする上で、 
おもな課題は何ですか？（該当するものをすべて選んでください）
2025年�テクノロジー人材調査、問41、サンプル数＝67、総回答数＝142、回答率の低い選択肢は省略、日本の組織のみ
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新しい人材の採用戦略
調査では、技術部門が技術スキルをどのように評価しているかについても明らかになりました（図20参照）。最も重視
される要素として実務経験が91%で突出しています。既存の従業員であれば、実務経験を詳細に把握し、社内のプロ
ジェクトや課題を通じて実務能力を比較的簡単に検証できるため、新たな人材の採用よりも既存の従業員のアップス
キリングを重視することで成果を上げやすいと考えられます。

図20.技術スキル評価において実務経験と実績ポートフォリオが重要

採用候補者の技術スキルを評価する際、以下の学歴や経験はどの程度重要ですか？ 
（各行に1つの回答を選択してください）
2025年�テクノロジー人材調査、問36、DKNSは除く（1～3%）、サンプル数＝67、日本の組織のみ

ポートフォリオと過去のITプロジェクト実績（重要度88%）の評価が高いことは、理論的な知識よりも実務スキルの重
要性が高いことを意味しています。この結果は、組織的な人材戦略に限らず個人にとっての能力開発においても重要な
意味があります。個人にとってオープンソース ソフトウェア プロジェクトへ貢献することで、公に検証できる成果のポ
ートフォリオを構築することができます。OSSへの貢献は、技術的な熟練度を示すだけでなく、コラボレーションのスキ
ル、コードの品質、確立された開発フレームワーク内での作業能力といった、将来にわたり評価につながる自身の能力
の永続的で公的な記録を残すことが可能です。
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技能認定は、86%で3番目に重要であると位置づけられており、知識の正式な証明が重要であることを
示しています。認定は、特定の技術、フレームワーク、または方法論に関する専門知識を証明する標準的
な方法として活用されており、技術プロフェッショナルの証明に不可欠な要素となっています。認定資
格により、特定の技術コンピテンシーを習得していることを証明し、急速に進化する技術に関する最新
知識を確認することができるため、雇用者に対し、個人の理論的理解や実践的能力を示すために特に
重要です。一方、組織においては、特に、図17に示すように、研修や資格取得の機会は、技術系人材の
確保に非常に効果的で、専門能力の開発の取り組みの一環として、資格認定プログラムを積極的に支
援・奨励することが重要です。

興味深いことに、正規の大学の学位の重要度は68％とかなり低く、「極めて重要」という回答はわずか
8％でした。この結果は、技術セクターでは学歴よりも実践的な能力を重視されていることを示してお
り、企業では経験に基づく研修の取り組みや実践的なスキル開発プログラムを重視すべきであるといえ
ます。アップスキリング プログラムを計画中の組織においては、このデータに基づき、実務的なプロジ
ェクト作業やポートフォリオの構築を中心に実体験や実演スキルを伸ばすことに主眼を置きつつ、認定
資格の取得を目指したマイルストーンを組み込んだ取り組みを開発するのが適切といえます。
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結論
結論として、2025年技術系人材の現状レポートでは、特にクラウド コンピューティングやAIのような分野において、日
本の技術系人材が著しく不足していることが浮き彫りになりました。AIは全体としてはプラスの雇用効果をもたらすと
期待される一方で、職務の再形成や初級技術職の減少を招いています。本レポートでは、技術的スキルの需要を満た
し、定着率を向上させるためには、新入社員の採用という長くてコストのかかるプロセスよりも、既存の人材のアップ
スキリングを図る方が、組織にとって望ましい、かつ迅速な戦略であることを示しました。特に、アップスキリングとク
ロススキリングの取り組みを通じた社内人材の育成を優先すること、継続的な学習環境を構築すること、技術スキルを
評価するための実務経験と資格の重要性を認識することが求められます。

調査方法と属性分布
調査について
本調査は、Linux Foundation Researchが2025年3月に実施したウェブ調査に基づいています。この調査では、技術
者採用の傾向と、AIによる労働力への影響を把握することを目的としています。この調査は、Linux Foundationの加入
者、メンバー、パートナー コミュニティ、ソーシャル メディアに広く告知しました。また、サンプリングの偏りを軽減する
ために、パネル プロバイダーを採用しました。回答者が組織を代表して質問に正確に回答できる十分な専門的経験を
有していることを確認するため、広範な事前スクリーニング、調査スクリーニング質問、一貫性チェック、データ品質レ
ビューを通じて、データの品質を確保しました。完全回答した調査票の情報のみを対象としています。データの質に関
するフィルタリングを行った結果、最終的なサンプルは556の有効回答で構成され、その内訳は日本が67、日本を除く
アジア太平洋地域が148、北米またはヨーロッパが291、その他の国が50でした。

この調査は、スクリーニング、回答者の属性、組織におけるAIの影響、人材マネジメントのニーズへの対応方法などを
取り上げた42の質問で構成されています。本レポートの分析に使用したデータセットと調査頻度は、Data.Worldでご
覧いただけます。
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対象者は以下の条件を満たした回答者です：

• 情報技術（IT）専門家の雇用、育成、研修を担当していること

• 注意事項のチェックに合格していること

• 現在組織に雇用されていること

合計3,237人が調査を開始し、603人が調査を完了しました。データの品質スクリーニングを経て、分析されたデータ
セットは556の回答から構成されています。このサンプル数の誤差は、信頼度90%で±3.50%、信頼度95%で±4.16%
です。データは主に地域別に区分しています。

本調査では、回答者はほぼすべての質問を回答する必要がありましたが、回答者が質問に答えられない場合にも対応
できるようにしました。すべての質問の回答リストに「知らない、またはよくわからない」（DKNS）という回答を追加す
ることで実現しています。しかし、これにはさまざまな分析上の課題があります。分析方法の1つは、DKNSを他の回答
と同様に扱い、DKNSと回答した回答者の割合を示す方法です。この方法には、収集したデータの正確な分布を示す
という利点があります。この方法の課題は、有効な回答、つまり回答者が質問に答えることができた回答の分布を歪め
てしまう可能性があることです。したがって、本レポートの分析のほとんどの項目で、DKNSの回答を除外しています。
これは、欠測データを無作為欠測と完全欠測のいずれかに分類できるためです。質問からDKNSのデータを除外し
ても、他の回答のデータ（カウント）の分布は変わりませんが、回答全体に対する回答の割合を計算するために使用
する分母の大きさが変わります。これは、DKNS以外の回答のパーセンテージ値を比例して増加させる効果がありま
す。DKNSのデータを除外することを選択した場合、図の脚注には 「DKNSは除く」と記載しています。

四捨五入の関係上、本レポートのパーセンテージの合計が100%にならない場合があります。

Data�Worldへのアクセス
LF Researchでは、実証プロジェクトの各データセットをData.Worldで公開しています。このデータセットには、調
査票、生の調査データ、スクリーニングとフィルタリングの基準、調査の各質問の度数表が含まれています。このプ
ロジェクトを含むLF Researchのデータセットは、data.world/thelinuxfoundationで見ることができます。Linux 
Foundationのデータセットへのアクセスは無料ですが、data.worldのアカウントを作成する必要があります。
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回答者の属性
図21は、日本の回答者の属性です。回答者の大半（48％）は技術チームの採用マネージャーであり、次いで人事/人材
マネージャー（39％）です。回答者は全員フルタイムで雇用されており、大多数が中規模から大規模の組織に勤務して
います。従業員数250人から4,999人の企業に勤務する回答者が51％、5,000人以上の企業に勤務する回答者が27％
でした。ほとんどの回答者は中規模の技術チームを管理しており、34%が5～9人の直属の部下を、28%が10～19人を
管理していました。専門的な職務は、人材管理/採用（16％）、人事（16％）、ソフトウェア開発（15％）にかなり分散し
ており、技術部門と人事部門がバランスよく配置されていることがうかがえます。その他のポイントとして、回答者は主
に、業界固有の製品/サービス（52％）またはIT/テクノロジー サービス（48％）の企業で働いていることがわかりまし
た。なお、サンプル全体に対して、地域別割合は日本が12％、日本を除くアジア太平洋地域が27％、北米またはヨーロ
ッパが52％でした。

一部の属性統計は、より本質的な分析を行うためまとめ方を変更している場合があります。元データと調査頻度につい
ては、data.worldのデータセットを参照し、上記の方法でアクセスしてください。

図21A.回答者の属性

あなたはどのようなタイプの採用/ソーシ
ング担当者ですか？（1つ選択してください）

あなたの現在の雇用形態は次のう
ちどれですか？（1つ選択してください）

あなたの部下となる技術者は何
人いますか？（1つ選択してください）

2025年�テクノロジー人材調査、問2、問5、問7、問8、問10、問14、サンプル数＝67、日本の組織のみ

2025年日本の技術系人材の現状レポート | 27



あなたの仕事上の立場に最も近い職務・ 
領域は、以下のどれですか？ 
（1つ選択してください）

あなたの勤務先の従業員数を 
お答えください。（1つ選択してください）

あなたが働いている企業や機関
について、最も適切な選択肢はど
れですか？（1つ選択してください）

2025年�テクノロジー人材調査、問8、問10、問14、サンプル数＝67、日本の組織のみ

図21B.回答者の属性
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著者について
MARCO GEROSA は、Northern Arizona UniversityのComputer Scienceにおけるfull professorであり、LF 
Researchのresearch analystでもあります。ソフトウェア工学とオープンソース ソフトウェアに関する研究により、
有名誌に300以上の論文を発表。著名なカンファレンスのプログラム委員や複数のジャーナルの査読者を務めていま
す。Gerosa氏は情報学博士、修士、コンピュータ工学学士を取得しており、電気電子学会（IEEE）およびコンピュータ
学会（ACM）のシニア会員。現在、一流研究機関で研究者として活躍しており、博士課程および修士課程の学生数名を
指導。20年以上の教育経験があります。詳細はhttp://www.marcoagerosa.comを参照。

ADRIENN LAWSON は、Linux Foundationの定量的研究のDirectorとして、オープンソースのエコシステムを解析す
るためのデータ駆動型の取り組みを主導しています。University of Oxfordで社会データ科学の専門知識を学び、学術
研究と政府研究にまたがる経歴を持つ彼女は、分散型コラボレーション ネットワークの分析に正確な解析方法を適
用する活動に貢献しています。Linux Foundationでは、オープンソースの動向に関する包括的な分析を提供するため、
業界や地域を横断した調査を実施するチームを率いています。また、コンプライアンス、AIの影響、サステイナブルな
資金調達モデルに関する実証試験も行っています。また、オープンソース コミュニティにおいて戦略的意思決定のため
に、エビデンスに基づく提言を行っています。
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2021年に設立された�Linux�Foundation�Research�は、拡大するオープン�ソース�
コラボレーションを調査し、新たな技術トレンド、ベストプラクティス、オープンソ
ース�プロジェクトのグローバルな影響に関�する洞察を提供しています。プロジェク
トのデータベースやネットワークを活用し、定量的・定性的手法�のベストプラクテ
ィスに取り組むことで、世界中の組織にとって有益なオープンソースの知見を提供
するライブラリを構築しています。

Linux�Foundationのトレーニング�プログラムは、オープンソース�コミュニティで
高く評価されているプロフェッショナルな講師陣によって開発され、指導されてい
ます。我々の認定チームは、包括的な業界分析および職務分析を実施し、我々が提
供するすべてのプロフェッショナル認定プログラムが非常に高い基準を満たしてい
ることを確認しています。卓越したカスタマー�サクセス�チームとの連携により、個
人と企業を成功に導く、迅速なサポートとカスタマイズされたトレーニング�ソリュ
ーションを提供します。

 twitter.com/linuxfoundation 

 facebook.com/TheLinuxFoundation 

 linkedin.com/company/the-linux-foundation

 youtube.com/user/TheLinuxFoundation

 github.com/LF-Engineering
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